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戦略企画部統計課

１．物価の上昇

○消費税３％導入時の物価上昇率３．１％、消費税５％導入時の物価上昇率１．８％

○消費税８％導入時の物価上昇率（試算）：２．３％

（１）過去の消費税導入時

＜1989年4月消費税３％導入時＞ 資料：県統計課「消費者物価の動き」

消費者物価指数（総合指数）

1988年度平均

1989年度平均

対前年度物価上昇率

＜1997年4月消費税５％導入時＞

消費者物価指数（総合指数）

1996年度平均

1997年度平均

対前年度物価上昇率

（２）増税に伴う物価上昇率の試算

【試算方法】

非課税費目の物価上昇率０％、課税費目の物価上昇率３％（消費税８％）、５％（消費税10％）と仮定し、

消費者物価指数の費目別ウェイト（三重県）で加重平均して物価上昇率を試算

資料：県統計課「消費者物価の動き」

＜費目別物価上昇率＞

費 目

食 料

住 居

家賃
設備修繕・維持

  光 熱・水 道

  家 具・家事用品

  被 服及び履 物

保健医療

医薬品・健康保持用摂取品
保健医療用品・器具
保健医療サービス

  交 通・通 信

教 育

教養娯楽

諸雑費

総 合

過去の消費税導入時における消費者物価の上昇率を確認したところ、消費税３％導入時には、消費者物
価指数は対前年度で3.1％上昇し、５％への増税時には、同じく1.8％上昇している。

つまり、消費税の導入前後で、消費税に相当する分の物価上昇が生じたと考えられる。全国の消費者物価
指数においても同様の傾向がみられる。

（１）より、消費税８％等への増税時にも消費税に相当する分の物価上昇が考えられるが、ここでは、家賃や
医療費などの非課税費目では物価上昇が生じないものとして、物価上昇率の試算を行った。

試算結果によると、消費税８％時には2.3％の物価上昇、消費税10％時には3.9％の物価上昇が生じる。

0.0%

5.0%

5.0%

3.0%

3.0%

3.0%
3.0%

５％→10％時

三重県

101.3

104.4

2.9%

5.0%

5.0%

2.7%

5.0%
5.0%
0.0%
5.0%

3.0%

2.3%

0.0%
3.0%

0.0%

3.0%

3.0%

1.6%

3.9%

0.7%

0.0%
5.0%
5.0%

5.0%

100.3

102.3102.1

2.1%1.8%

3.0%

0.4%

0.0%
3.0%

消費税増税に伴う影響（試算）

3.1%

全国三重県

100.3

５％→８％時

全国

101.7

104.6

- 1 -





３．産業への影響

○消費税８％導入に伴う家計消費支出の減少額：約６９８億円

（１）消費支出の減少

＜可処分所得の減少率＞ 単位：円

１か月の可処分所得（名目） 出所：総務省「家計調査年報」H24、津市

１か月の可処分所得（実質） ＝可処分所得（名目）÷（物価上昇率＋1）

減少率

＜年間消費支出の減少額＞ 単位：百万円

年間消費支出

消費支出減少額 ＝年間消費支出×減少率

（２）経済波及効果

＜経済波及効果＞ 単位：億円

資料：県統計課「平成17年三重県産業連関表」

＜県内総生産に占める割合＞ 単位：億円

出所：県統計課「平成22年度三重県民経済計算結果」

＜主な部門別の経済波及効果＞ 単位：億円

飲食料品

商業

金融・保険

不動産

運輸

情報通信

医療・保健・社会保障・介護

対個人サービス

出所：県統計課「平成17年三重県産業連関表」

※消費減少に伴う変化が少ないと考えられる”持ち家の帰属家賃”は除いて構成比を算定

14.0% 97.8 ▲ 76.1 ▲ 47.2

3.4% 22.4 ▲ 20.1 ▲ 12.9

5.2% 36.3 ▲ 39.7 ▲ 24.8

4.6% 31.9 ▲ 46.1 ▲ 41.6

5.1% 42.9 ▲ 21.8 ▲ 13.8

12.8% 156.7 ▲ 34.3 ▲ 24.9

4.5% 31.2 ▲ 41.7 ▲ 29.8

部門

12.3% 67.0 ▲ 66.4 ▲ 21.8石油・石炭製品

家計消費構成比 （生産者価格） 生産誘発額 粗付加価値誘発額

経済波及効果（総合効果）消費支出減少額

12.7% 58.2 ▲ 29.4 ▲ 10.7

粗付加価値誘発額

▲ 286

平成22年度県内総生産

73,681

割合

0.4%

第２次間接波及効果 ▲ 47 ▲ 28

総合効果 ▲ 506 ▲ 286

生産誘発額
粗付加価値誘発額

直接効果

第１次間接波及効果 ▲ 82 ▲ 43

消費支出の減少が県内産業にもたらす経済波及効果を推計したところ、直接効果で377億円の減少、総合
効果で506億円の減少となる。うち付加価値額は286億円の減少で平成22年度県内総生産の約0.4％に相当
する。

部門別にみると、家計消費構成比の高い対個人サービスや石油・石炭製品、不動産部門等で特に生産誘
発額の減少が大きくなっている。

○県内産業にもたらす経済波及効果：生産誘発額：▲５０６億円、
うち、付加価値額：▲２８６億円（県内総生産の約０．４％）

▲ 377

3,076,774

69,839

出所：県統計課「平成22年度三重県民経済計算結果」
家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃）

消費税増税による物価上昇に伴い、実質の可処分所得が減少することから、収入に変化がないとすると、
家計の消費支出は減少することが考えられる。

１（２）で試算した物価上昇率から可処分所得の減少率を推計すると、消費税８％導入時に可処分所得は
2.3％減少すると考えられる。

可処分所得と同様に消費支出も2.3％減少するとした場合、消費支出は１年間で約698億円の減少となる。

387,442

378,648

-2.3%

▲ 215
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